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様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名

交付期間 0.50

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業

　Ｃ．効果促進
　　　事業

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業
　Ｃ．効果促進
　　　事業

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業

　Ｃ．効果促進
　　　事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり

なし ○

あり ○

なし

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

○

持続的なまちづくり
体制の構築

なし

社会資本総合整備計画に記載し、実施できた

―社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した

社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

社会資本総合整備計画に記載し、実施できた
・引き続き、下水道処理人口普及率を算定する。
・引き続き、下水道による都市浸水対策達成率を算定する。

社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した

社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

住民参加
プロセス

なし

社会資本総合整備計画に記載し、実施できた

―社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した

社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

― ―

合流管渠の整備等により、生活環境の改善と公共用水域の水質保全及び公衆衛生の向上が図れた。
下水道施設の老朽化対策により、下水道施設の延命化によるサービスの持続と下水道施設に起因する事故の未然防止が図れた。
下水道施設の耐震化対策により、地震に対する安全度の向上が図れた。

 ５）実施過程の評価

実施内容 実施状況 今後の対応方針等

モニタリング
・毎年度末に下水道処理人口普及率を算定
・毎年度末に下水道による都市浸水対策達成率を算定

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

その他の
数値指標２

なし ― ― ―

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

その他の
数値指標1

なし ― ― ― ― ― ―

×

雨水整備により、下水道による都市浸
水対策達成率は向上した。しかし、開発
事業者による整備済み下水道雨水施設
の帰属遅れ等により目標値に達しな
かったが、本施設については１年以内
の帰属となる予定である。

―

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）に
　　よる効果発現状況

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度
1年以内の
達成見込み

汚水整備により、下水道処理人口普及
率は向上した。しかし、当初計画時にお
ける下水道整備区域内において、関連
公共工事の遅れや埋設許可等の協議
に必要以上の時間を要したため目標値
に達しなかった。

―

指標２
下水道による都市浸水対策達
成率

％ 33.0 Ｈ22 35.1 Ｈ26 ―

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

指標1 下水道処理人口普及率 ％ 98.8 Ｈ22 99.5 Ｈ26
 ２）社会資本総合整備
　　計画に記載した目標
　　を定量化する指標の
　　達成状況

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度

― 99.3 ×

34.9

整備区域の拡大に伴い、（指標１）下水道処理人口普及率と
（指標２）都市浸水対策達成率に影響するが端数処理により
数値目標値への影響はない。

交付期間
の変更

― 交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

なし
―

―

新たに追加し
た事業

穂積排水区 合流管渠整備事業、茨木市公共下水道総合地震対策事業 新たに管渠整備が必要になったため
整備区域の拡大に伴い、（指標１）下水道処理人口普及率と
（指標２）都市浸水対策達成率に影響するが端数処理により
数値目標値への影響はない。

なし ― ―

目垣排水区 合流管渠整備事業（支線）、穂積排水区 合流管渠整備事業
（支線）、沢良宜排水区 合流管渠整備事業（支線）

新たに管渠整備が必要になったため

削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

当初計画
から

削除した
事業

なし ― ―

なし ― ―

なし ―

国費率

 １）事業の実施状況

当初計画に
位置づけ、

実施した事業

事業名

安威排水区 雨水管渠整備事業、国文排水区 雨水管渠整備事業、大池ポンプ場 雨水自動除塵機更新事業、大池ポンプ場 長寿命化対策、大池排水区 合流管渠整備事業、目垣排水区 合流管渠整
備事業、柳川排水区 雨水管渠整備事業、沢良宜排水区 合流管渠整備事業、下水道施設の改築のための施設調査（市内一円）、長寿命化（管路）対策（市内一円）、大池ポンプ場 遠隔監視システム
整備事業、雨水貯留タンク設置補助事業

なし

市内管渠等調査、下水道情報システム整備事業、テレメーター更新事業、内水ハザードマップ作成事業

事業名 削除/追加の理由

大阪府 市町村名 茨木市 計画名 茨木市における総合的な下水道整備の推進(防災・安全)

平成２２年度～２６年度 事後評価実施時期 平成２７年度 交付対象事業費 3736.4百万円



様式２－２　地区の概要

単位：％ 98.8 H22年度 99.5 H26年度 99.3 H26年度

単位：％ 33.0 H22年度 35.1 H26年度 34.9 H26年度

下水道の課題の変
化

・汚水整備を行ったことで下水道処理人口普及率が向上し、事業実施地域における生活環境の改善及び公共用水域の水質保全が図れた。
・雨水整備を行ったことで都市浸水対策達成率が向上し、事業実施地域周辺の浸水の防除が図れた。
・耐用年数を迎えた下水道施設の調査を行い、長寿命化計画を策定して計画的に改築更新を図ることで、事業実施部分の下水道施設の延命化が図れた。
・茨木市下水道総合地震対策計画を策定し、効率的かつ効果的に耐震化が図れるようになった。

今後のまちづくり
の方策

（改善策を含む）

・下水道未整備箇所の汚水整備を行い、更なる下水道処理人口普及率の向上を図る。
・雨水整備を優先する地域を定めハード整備を行うとともに、雨水貯留タンク設置補助事業などソフト・自助の促進により、浸水被害の最小化に向けた総合的な雨水対策事業に取組む。
・下水道施設の老朽化対策では、新たに数値目標を掲げ計画に基づき下水道施設の更なる長寿命化対策を図る。
・下水道施設の耐震化対策では、新たに数値目標を掲げ計画に基づき長寿命化計画とも整合を図りつつ、下水道施設の耐震化を図るとともに下水道BCPの策定に取組む。

下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。 下水道処理人口普及率

下水道による都市浸水対策達成率

茨木市における総合的な下水道整備の推進（防災・安全）　社会資本総合整備計画の成果概要

計画の目標 目標を定量化する指標 従前値 目標値 評価値

分流式雨水・合流
【基幹事業】

Ａ６ 国文排水区 雨水管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

【基幹事業】

Ａ４ 安威排水区 雨水管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

【基幹事業】

Ａ１３ 柳川排水区 雨水管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

下水道法による事業計画区域

合流区域

合流区域

凡 例

・・・・・・・・事業（△） 複数の事業に関連する事業

拡大図

【基幹事業】

Ａ２０ 穂積排水区 合流管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

Ｃ９ 穂積排水区 合流管渠整備事業（支線）

【基幹事業】

Ａ１４ 沢良宜排水区 合流管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

C１１ 沢良宜排水区 合流管渠整備事業（支線）

大池ポンプ場 関連事業

【基幹事業】

Ａ９ 大池ポンプ場 雨水自動除塵機更新事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

【基幹事業】

Ａ１０ 大池ポンプ場 長寿命化対策

Ａ１８ 大池ポンプ場 遠隔監視システム整備事業

【基幹事業】

Ａ１２ 目垣排水区 合流管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

Ｃ８ 目垣排水区 合流管渠整備事業（支線）

【基幹事業】

Ａ１１ 大池排水区 合流管渠整備事業

【効果促進事業】

Ｃ６ テレメーター更新事業（△）

Ｃ７ 内水ハザードマップ作成事業（△）

【基幹事業】

Ａ１５ 下水道施設の改築のための施設調査（市内一円）

【基幹事業】

Ａ１６ 長寿命化（管路）対策（市内一円）

【効果促進事業】

Ｃ４ 市内管渠等調査

Ｃ５ 下水道情報システム整備事業

【基幹事業】

Ａ１９ 雨水貯留タンク設置補助事業（市内一円）

【基幹事業】

Ａ２２ 茨木市公共下水道総合地震対策事業（市内一円）



社会資本総合整備計画（防災・安全）     事後評価書

～

・

①

②

整備計画構成自治体・団体

  ホームページ、市役所情報ルーム、下水道総務課窓口

  　スポーツ推進課、社会教育振興課）

番号 事業 地域 交付 直接 全体事業費 備考
種別 種別 対象 間接 H2２ H23 H24 H25 H26 （百万円）

2,313.9

0百万円2,313.9百万円

198.9百万円0百万円3,537.5百万円3,736.4百万円

6.67%165.4百万円

茨木市公共下水道総合地震対策事業 総合地震対策事業計画書策定 茨木市 17.9 総合地震

合計（下水道事業）

A22 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 穂積排水区　合流管渠整備事業 L=26m φ250～300　 開削 設計等 茨木市 11.6

雨水貯留タンク設置補助事業 207基 茨木市 2.9 新世代

A20 下水道 一般 茨木市 直接

A19 下水道 一般 茨木市 間接 茨木市

茨木市 大池ポンプ場　遠隔監視システム整備事業 ＩＴＶカメラ設置　４台 茨木市 24.0A18 下水道 一般 茨木市 直接

茨木市 長寿命化（管路）対策（市内一円）
点検・調査、計画策定、改築・更新、管渠
更生工L=2,025ｍ、管渠改築工L=115ｍ

茨木市 450.3 長寿命化

下水道施設の改築のための施設調査（市内一円） 管路情報システム 茨木市 29.0

A16 下水道 一般 茨木市 直接

A15 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 沢良宜排水区　合流管渠整備事業
L=137m φ350～800 　推進、設計
等

茨木市 30.9

柳川排水区　雨水管渠整備事業
L=782m

φ450～1800　開削・推進　設計等
茨木市 543.7

A14 下水道 一般 茨木市 直接

A13 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 目垣排水区　合流管渠整備事業
L=781m φ800～1200
開削・推進、設計等

茨木市 385.5

大池排水区　合流管渠整備事業 L=7m φ1100 推進 茨木市 12.9

A12 下水道 一般 茨木市 直接

A11 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 大池ポンプ場　長寿命化対策 耐震診断、調査、耐震化対策、計画策定等 茨木市 297.8 長寿命化

大池ポンプ場　雨水自動除塵機更新事業 雨水自動除塵機　６機 茨木市 176.4 合流改善

A10 下水道 一般 茨木市 直接

A9 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 国文排水区　雨水管渠整備事業 - 茨木市 0.0A6 下水道 一般 茨木市 直接

茨木市 安威排水区　雨水管渠整備事業　
L=310m、□3000*1700,
U3000*2600　開削・推進　設計等

茨木市 331.0A4 下水道 一般 茨木市 直接

１．交付対象事業の進捗状況

交付対象事業

Ａ　基幹事業

事業者 要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
（延長・面積等）

市町村名
事業実施期間（年度）

　　平成２８年２月

　　茨木市建設部下水道総務課（主体） 公表の方法

    事業効果や今後の方針等の検討  （関係課：政策企画課、北部整備推進課、道路交通課、都市政策課、市街地新

　  生課、建設管理課、公園緑地課、下水道施設課、危機管理課、商工労政課、農林課、環境政策課、福祉政策課、

    茨木市建設事業評価委員会（有識者5名）の開催及びパブリックコメントの実施

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

B CA
C/（A+B+C）

事　後　評　価　

○事業評価の実施体制、実施時期

効果促進事業費の割合
全体事業費

合計

（A＋B＋C） 2,479.3百万円

5.32%

②下水道による都市浸水対策達成率
33.0% 34.5% 35.1%

　　浸水対策完了済み面積(ha)／浸水対策を実施すべき面積(ha)（H19.3.29時　4440.8ha）

（H22当初） （H24末） （H26末）

①下水道処理人口普及率
98.8% 99.3% 99.5%

　　下水道を利用できる人口（人）／総人口（人）（H26年度末時　275,198人）

定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

下水道処理人口普及率を98.8％（H22）から99.5％（H26）に増加させる。

下水道による都市浸水対策達成率を33.0％（H22）から35.1％（H26）に増加させる。

計画の目標

下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。

計画の成果目標（定量的指標）

平成27年2月19日

計画の名称 茨木市における総合的な下水道整備の推進（防災・安全）

計画の期間 平成22年度 平成26年度 （５年間） 交付対象 茨木市



番号 事業 地域 交付 直接 全体事業費 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26 （百万円）

0

番号 備考

B1

番号 事業 地域 交付 直接 全体事業費 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26 （百万円）

165.4

番号 備考

C4

C5

C6

C7

C8

C9

C11

・

・

Ⅱ定量的指標の達成状況

・

・

・ 下水道施設の耐震化対策により、地震に対する安全度の向上が図れた。

・下水道未整備箇所の汚水整備を行い、更なる下水道処理人口普及率の向上を図る。

・雨水整備を優先する地域を定めハード整備を行うとともに、雨水貯留タンク設置補助事業などソフト・自助の促進により、浸水被害の最小化に向けた総合的な雨水対策事業に取組む。

・下水道施設の老朽化対策では、新たに数値目標を掲げ計画に基づき下水道施設の更なる長寿命化対策を図る。

・下水道施設の耐震化対策では、新たに数値目標を掲げ計画に基づき長寿命化計画とも整合を図りつつ、下水道施設の耐震化を図るとともに下水道BCPの策定に取組む。

合流管渠の整備等により、生活環境の改善と公共用水域の水質保全及び公衆衛生の向上が図れた。

下水道施設の老朽化対策により、下水道施設の延命化によるサービスの持続と下水道施設に起因する事故の未然防止が図れた。

３．特記事項（今後の方針等）

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果
の発現状況（必要に応じて記載）

指標②下水道に
よる都市浸水対
策達成率

最終目標値 35.1%
目標値と実績値に
差が出た要因

開発事業者による整備済み下水道雨水施設の帰属遅れ等により目標値に達しなかった。

最終実績値 34.9%

指標①下水道処
理人口普及率

最終目標値 99.5%
目標値と実績値に
差が出た要因

当初計画時における下水道整備区域内において、関連公共工事の遅れや埋設許可等の協議に必要以上
の時間を要したため目標値に達しなかった。

最終実績値 99.3%

基幹事業（A14）と接続する合流管渠（支線）を一体的に整備することで、下水道未整備地区の早期普及促進及び雨水対策を図る

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

汚水整備により、下水道処理人口普及率が向上した。

雨水整備により、下水道による都市浸水対策達成率が向上した。
Ⅰ定量的指標に関連する
           交付対象事業の効果の発現状況

基幹事業（A16）の長寿命化計画を効率的に策定することが出来る

局地的、一時的な大雨に対して雨水対策事業（A4,6,9,11～14,20）を進めるとともに、水位情報等を正確に把握し浸水被害の軽減を図る

局地的、一時的な大雨に対して雨水対策事業（A4,9,11～14,20）を進めるとともに、内水ハザードマップを作成し災害時における住民の適切な対応を促し、浸水被害の軽減を図る

基幹事業（A12）と接続する合流管渠（支線）を一体的に整備することで、下水道未整備地区の早期普及促進及び雨水対策を図る

基幹事業（A20）と接続する合流管渠（支線）を一体的に整備することで、下水道未整備地区の早期普及促進及び雨水対策を図る

一体的に実施することより期待される効果

基幹事業（A16）で実施する管渠等に接続する枝線（支線）を一体的に調査することにより効率的な更新計画を策定することが出来る

茨木市 5.1

合計

C11 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市 沢良宜排水区　合流管渠整備事業（支線）
L= 74m  φ２５０　　開削
舗装復旧A=381㎡

穂積排水区　合流管渠整備事業（支線） L= 88m  φ２５０～３００　開削 茨木市 13.2C9 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 目垣排水区　合流管渠整備事業（支線） L= 72m  φ３００　開削 設計等 茨木市 13.1

内水ハザードマップ作成事業 内水ハザードマップ作成 茨木市 20.0

C8 下水道 一般 茨木市 直接

C7 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 テレメーター更新事業 テレメーター更新業務　一式 茨木市 25.0

下水道情報システム整備事業 下水道情報管理システム 茨木市 34.5

C6 下水道 一般 茨木市 直接

C5 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 市内管渠等調査　 管渠・人孔蓋等　目視・詳細調査 茨木市 54.5C4 下水道 一般 茨木市 直接

一体的に実施することより期待される効果

C　効果促進事業

事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
港湾・地区名

事業実施期間（年度）

合計

B１

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業者 要素となる事業名
事業内容

（延長・面積等）
市町村名

事業実施期間（年度）



その他関連する事業

計画の名称

交付 全体事業費 備考
対象 （百万円）

地域 交付 直接 全体事業費 備考
種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26 （百万円）

C’ (C+C’）/（（A+A’）+（B+B’）+（C+C’））
8.15%193.4百万円0百万円883.1百万円

8.80%129.7百万円0百万円745.3百万円

0.0

A’ B’

0.0

0.0

C’

A’
0.0

事業種別 事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度）

国文排水区　汚水管渠整備事業（支線）
L= 23m  φ200　開削
舗装復旧 A=80㎡

茨木市 1.7 「防災・安全移
行元」

C'10 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 佐保岩阪排水区　汚水管渠整備事業（支線） 舗装復旧 A=6,830㎡ 茨木市 21.8 「防災・安全移
行元」

車作排水区　汚水管渠整備事業（支線）
L=1,889m　φ150～200 開削
舗装復旧 A=3,222㎡

茨木市 106.1 「防災・安全移
行元」

C'3 下水道 一般 茨木市 直接

C'2 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 勝尾寺排水区　汚水管渠整備事業（支線） - 茨木市 0.0 「防災・安全移
行元」

C'1 下水道 一般 茨木市 直接

茨木市 松沢排水区　汚水管渠整備事業 - 茨木市 0.0 「防災・安全移
行元」

A'2１ 下水道 一般 茨木市 直接

茨木市 桑原排水区　汚水管渠整備事業 L=336m　φ200 開削 設計等　開削 茨木市 14.8 「防災・安全移
行元」

A'17 下水道 一般 茨木市 直接

車作排水区　汚水管渠整備事業
L=4,081m　φ200 開削 設計等
舗装復旧A=12,154㎡

茨木市 262.1 「防災・安全移
行元」

A'8 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市

茨木市 大岩排水区　汚水管渠整備事業
L=175m　φ200 開削
舗装復旧A=4,311㎡

茨木市 29.1 「防災・安全移
行元」

A'7 下水道 一般 茨木市 直接

茨木市 国文排水区　汚水管渠整備事業
L=894m φ200～250 開削・推進 設
計等、舗装復旧A=1,373㎡

茨木市 117.1 「防災・安全移
行元」

A'5 下水道 一般 茨木市 直接

L=68m φ200　開削 茨木市 5.9 「防災・安全移
行元」

茨木市 98.3 「防災・安全移
行元」

A'3 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市 安威排水区　汚水管渠整備事業　

218.0 「防災・安全移
行元」

A'2 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市 勝尾寺排水区　汚水管渠整備事業
L=558m φ200～250　開削
舗装復旧 A=1,237㎡

A'1 下水道 一般 茨木市 直接 茨木市 佐保岩阪排水区　汚水管渠整備事業
L=2,441m φ75～200　開削
舗装復旧 A=9,035㎡

茨木市

事業種別 要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
（延長・面積等）

市町村名

茨木市における総合的な下水道整備の推進


